
（背景）

・低入札調査→長崎県ではＷＴＯ対象工事のみ適用（地域要件・最低制限価格設定不可）

・低価格受注の対策の強化→長崎県の低入札調査基準価格は、国や他県に比べ低い水準
（ただし、ＷＴＯ対象工事以外は、最低制限価格を全国的にも高い水準で設定）

・WTO対象工事の極端に低い価格での受注 → 県内下請業者等へのしわ寄せの懸念

・今後、県庁舎建設など、大型公共事業の発注が見込まれ、対策が急務

総合評価落札方式（標準型）への『施工体制確認型』の導入

1

低価格受注の対策の強化

（強化対策）

・低入札調査基準価格を国の水準まで引き上げる。

（ 国は、平成２０年度以降順次、低入札調査基準価格を引き上げている。）

・特別重点調査及び施工体制確認型総合評価落札方式を導入する。

国において、平成１８年度より低価格受注に伴う公共工事品質確保対策として、特別重
点調査及び施工体制確認型総合評価落札方式を一体的に導入し、強化を図っている。
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（施工体制確認型総合評価落札方式とは）

・公共工事の品質には、「工事の目的物の品質」はもとより、「工事の効率性、安全性、環境へ

の配慮等の工事そのものの質」も含まれる。このため、企業の施工体制が工事の品質等に

大きな影響を及ぼす。

・低入札工事においては、特に下請企業へのしわ寄せ、労働条件の悪化等が懸念され、適正

な施工体制が確保されないおそれがある。

・このため、品質確保のための施工体制を確認し、設計図書等に求められた要求要件を確実

に実現できるかを審査し、技術的に評価する新たな落札方式を導入する。



(1) 対象工事は、総合評価落札方式（標準型）（ＷＴＯ適応工事）において試行する。

(2) 評価方法 ｱ) 施工体制確認型の評価値＝（標準点＋加算点＋施工体制評価点）／入札価格

ｲ) 施工体制評価点（β）は、入札説明書において求める要求要件を実現できる確
実性の高さに対して与える点数で、配点は｢品質確保の実効性｣ ｢施工体制確保
の確実性｣のそれぞれ15点（15点0点の２段階評価）、合計30点とする。

ｳ) 加算点のうち｢技術提案に対する加算点｣ のみは、 β／30 の割合で補正する。

(3) 低入札調査基準価格に満たないものは追加資料（表－２）の提出後に聴取り調査を実施する。

(4) 審査方法は、技術資料、聴取り調査の結果及び追加資料等に基づき、入札説明書において求め
る要求要件が実現できるかを審査し、その結果要求要件が実現できないと認めるときは施工
体制評価点を与えない。

(5) 聴取り対象者は、追加書類等の提出を行わない旨の申し出を可能とし、その入札は無効とする。

(6) 聴取り対象者が追加書類等の提出及び聴取り調査の際に、虚偽の資料提出若しくは説明を行う

等の不誠実な行為と認められる場合は、指名停止等の措置を講じる場合がある。

本県における施工体制確認型（案）

3



評価項目 評価基準 評価 β

工事の品質確保のための適切な施工体制が十分確保され、入札説
明書等に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場合

15点

その他 0点

工事の品質確保のための施工体制のほか、必要な人員及び材料が
確保されていることなどにより、適切な施工体制が十分確保され、入
札説明書に記載された要求要件を確実に実現できると認められる場
合

15点

その他 0点

表－１ 施工体制評価点の評価項目と評価基準

品質確保
の実効性

施工体制
確保の
確実性

30点

15点

0点

様式番号 名称

様式１ 当該価格で入札した理由

様式２－１ 積算内訳書（兼）コスト縮減額算定調書①

様式２－２ 積算内訳書に対する明細書（兼）コスト縮減額算定調書②

様式３ コスト縮減額調書

様式４ 下請予定業者等一覧表

様式５ 配置予定技術者名簿

様式８－１ 手持ち資材の状況

様式８－２ 資材購入予定先一覧

様式９－１ 手持ち機械の状況

様式９－２ 機械リース元一覧

様式１０－１ 労務者の確保計画

様式１０－２ 工種別労務者配置計画

様式１１ 建設副産物の搬出地

様式１２ 建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書

様式１３－１ 品質確保体制（品質管理のための人員体制）

様式１３－２ 品質確保体制（品質管理計画書）

様式１３－３ 品質確保体制（出来形管理計画書）

様式１４－１ 安全衛生管理体制（安全衛生教育等）

様式１４－２ 安全衛生管理体制（点検計画）

様式１４－３ 安全衛生管理体制（仮設設置計画）

様式１４－４ 安全衛生管理体制（交通誘導員配置計画）

様式１６－１ 施工体制台帳

様式１６－２ 施工体系図

様式１８－１ 積算内訳書（兼）下請予定業者等確認調書①

様式１８－２ 内訳書に対する明細書（兼）下請予定業者等確認調書②

表－２ 追加資料一覧 （施工体制確認型）

4

図－１ 施工体制確認型総合評価落札方式の考え方

技術提案に対する

『加算点＝20点』

技術提案に対する

『加算点＝20点』
×β/30

（施工体制評価後）

施工体制
評価点
β=30点

『標準点＝100点』

『標準点＝100点』

技術提案以外の

『加算点＝10点』

技術提案以外の

『加算点＝10点』

満点＝130点

満点＝160点

技術評価点

総合評価方式

施工体制確認
型総合評価方

施工体制による

減点等なし
※1 ※2

※1.

※2.

（計算例） β＝30点の場合 →
技術提案に関する加算点 20×30/30＝20点
技術評価点 ＝ 100＋10＋30＋20 ＝ 160点

施工体制評価点は、「要求要件を実現できる確実性の高さに対して付与される」。
評価項目は、「品質確保の実効性」と「施工体制の確実性」の２項目。満点は３０点。
それぞれの評価項目毎に２段階で評価（１５点／０点）。

施工体制評価後の技術提案に対する加算点は、（施工体制評価前の）技術提案に対する

加算点注1）に付与された施工体制評価点の満点に対する割合（β／３０）を乗じた点数
・・・（施工体制評価前の）技術提案に対する加算点×β／３０

注1）技術提案および簡易な施工計画に対する加算点
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↓

約７３日 ↓

↓低入札なし ↓低入札あり

約２１日

↓低入札調査あり ↓特別重点調査あり

低入札調査
資料提出の通知

特別重点調査
資料提出の通知

↓３日以内（休日を除く）

↓
↓７日（休日を含む） 競争参加資格委員会報告

↓

落札者の仮決定

落札者の決定（技術者配置の可・不可の後）

契約締結

仮契約締結

↓

技術審査分科会

総合評価審査委員会

↓

↓ （↑）

調査、ヒアリングの実施

↓

↓ （↑）

↓

評価値の決定

競争参加資格確認申請
競争参加資格確認
競争参加資格確認通知
苦情申立・回答
入札書、工事費内訳書の提出

ヒアリング日時、追加資料の通知

技術資料提出
技術審査分科会

総合評価審査委員会
技術提案採否通知

ヒアリングの実施

開札日（入札書、工事費内訳書の審査）

ヒアリング日時の通知

追加資料の提出

↓通知日から起算して４日以内（休日を除く）通知日から
↓９日以内

（休日を除く）

長崎県建設工事施工体制確認型総合評価落札方式フロー

資料の提出

↓

↓

↓ 通知日から７日以内（休日を除く）

ヒアリングの実施

技術審査分科会

総合評価審査委員会

↓提出日から起算して５日以内（休日を除く）

入札公告

施
工
体
制
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型

省
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可
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入
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格
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７
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